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マヌエル・カント {篠田英雄訳}『啓蒙とは何か』岩波文庫）としてそれを暗示した（Vgl. Peter 
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Krause, Verfassungsrechtliche Möglichkeiten unmittelbarer Demokratie, in: Isensee/Kirchhof （Hrsg.）, 








が、一般に次の 4つの発展段階を内包するものとして理解されている（Vgl. Hartmut Maurer, 
Staatsrecht I, 2010, S.174–175.）。





　第 2段階としては、基本法 20条 2項 2段が、国家権力の「行使」（Ausübung）を規律している
ことであり、それは国民自身により、選挙および国民投票に際して行われるか、あるいは特別の民
主的に正当化された国家機関によって行われるかのどちらかである。選挙は人事の決定であり、国












（GG28条 1項 1段）。基本法 20条は、同法に散在する国民の意思形成と議会主義統治システム条
項を 1つの公式にまとめるものであり、その要諦となるものは議会制民主主義である（Vgl. Jörn 


































る 」（Michael Brenner, Das Prinzip Parlamentarismus, in: Isensee/Kirchhof （Hrsg.）, Handbuch des 

































































































されていた（Vgl. Peter Krause, a. a. O., S. 61.）。






















た（Vgl. Peter Krause, a. a. O., S. 63–64.）。
　今日における基本法の「国民投票」制は、代表民主制との関係でいかに評価されるべきかという
問題がある。以下のような［事例問題］が参考になろう。






































































を却下するには、連邦議会での投票数の 3分の 2が必要であるが、この 3分の 2の多数は連邦議











［事例問題③］（Christoph Gröpl, a. a. O., S. 81より）：
　連邦議会選挙の後、連邦議会において、連邦宰相職に対する候補者として 3人が名乗りを上げ
た。連邦議会の総計 600人（仮定の数字、実際は 598人）の議員のうち、選挙の日に出席した議
員は 580人だけであった。このうち、甲候補に対しては 300票、乙候補に対しては 112票、丙候
補には 168票が分配された。棄権票は皆無であった。甲候補は、連邦宰相に選出されたことにな
るか。
［事例問題③の解答］（Christoph Gröpl, a. a. O., S. 84.より）：
　基本法 63条 2項 1段によれば、連邦議会の構成員（＝総議員）の多数（過半数）の投票を獲得
した者は、連邦宰相に選出される。まず甲候補は、300票をもって投票された票の過半数（GG42
条 2項 1段による単純投票多数）を獲得した。しかし連邦宰相の選出にとって、それだけでは 63





























［事例問題④］（Christoph Gröpl, a. a. O., S. 84.より）：
　大連立に基づいて、政府会派（与党）は連邦議会と連邦参議院において 3分の 2の議席を獲得
した。これに支えられて、政府会派は、基本法 44条 1項 1段を改正して、調査委員会の設置が連
邦議会構成員の 2分の 1未満では申請することができないように変更しようとした。この企ては、
基本法 79条 3項（基本法改正の限界）に反するか。
［事例問題④の解答］（Christopf Gröpl, a. a. O., S. 88.より）：
　基本法 79条 3項のいわゆる永久保障（改正限界）規定は、議会野党による調査委員会設置の権


















（personalisierte Verhältniswahl）とも呼ばれている（Christoph Degenhart, Staatsrecht I, 2018, S. 33.）。






であったが、2011年 11月 25日の連邦憲法裁判所の違憲判決（BVerfGE 131, 316.）が出されたこ
とで、長い間の論争に終止符が打たれることになった（Vgl. Jörn Ipsen, a. a. O., S. 36.）。2013年 5








ることができる（連邦憲法裁判所法 93条 1項 4a号）。
＜有権者がもつ 2つの票＞







　連邦議会の議席の配分過程は、第 1ラウンドと第 2ラウンドに区分される（Vgl. Christoph 
Degenhart, StaatsrechtI, 2018, S. 41–43.）。
{第 1ラウンド}
　第 1歩：州へ配分される議席数が算出され、州リストに基づいて暫定的に配分される。連邦選挙





　第 2歩：その後、連邦範囲ですべての政党が獲得した第 2投票とそのつど勝利した選挙区（第 1
投票結果からの直接的議席）が調査される。どの政党が議席配分の際（第 3歩から第 9歩まで）
考慮されるべきかを確認するために、両方の合計が必要とされる。この際、連邦レベルで投じられ
















































法 6条 6項 3段）。その後、議席が残っている場合、その議席はその時々の州リストの順序に従っ
て保有される。その際、リストに載っている成功（当選）した選挙区候補者は、無視されたままで























　基本法 38条 2項の成立当初の文言では、連邦選挙の場合、選挙権を有する者は満 21歳以上の
者であり、被選挙権は満 25歳以上の者に与えられていた（高田敏 /初宿正典編訳『ドイツ憲法集
第 6版』2010年 233頁註（32）参照）。1970年の基本法 38条の改正（新）規定によって、憲法改
正の立法者は、能動的選挙権を満 18歳に引き下げ、受動的選挙権については単純立法者が決定す
るものとした（民法 2条参照）。このようにして、成年年齢（したがって受動的選挙権）は、1974











［事例問題⑤］（Christopf Degenhart, Staatsrecht I. 2018., S. 32.より）:
　法律上の改革を将来的に短時間で実行できるために、連邦議会は 2006年に 3分の 2の多数を
もって連邦参議院の同意のもとに、2007年 1月 1日に施行される以下の内容の基本法改正法律を
可決した。このような改正は基本法 39条 1項 1段（憲法改正の限界）に適合するか。
第 1条：基本法 39条 1項 1段の「4年」を「6年」に変更する。
第 2条：この規定は 2005年に選出される連邦議会に初めて適用される。















































挙法 13条 2号）、行為無能力者であり、かつ選挙への有効な意思決定ができないことによる（Jörn 
Ipsen, a. a. O., S. 27.）。










限を基本法 38条 1項 1段に不適合であるとして、無効と宣告したためである（BVerfGE 132, 39.）。


























































［事例問題⑥の解答］（Jörn Ipsen, a. a. O., S. 38.より）
　この事例では、連邦選挙法 6条 5項（当時）は、憲法違反と宣告されなければならない。なぜ
なら突出し（超過）議席は、それが調整されない限り、基本法 38条 1項 1段にいう平等選挙の違
反を意味するからである。38条 1項 1段に対する違反は、政党が獲得した「突出し（超過）議席」
がそのまま同党のものである（連邦選挙法旧 6条 5項 1段）という状況においては、存在してい
ない。むしろ憲法違反は、新たな計算が行われなかった（連邦選挙法旧 6条 5項 2段）という事
態にある。言い換えれば、「突出し（超過）議席」に対する調整がまったくなされなかったという
ことである（後に連邦憲法裁判所は「突出し（超過）議席」を制限した Vgl. BVerfGE 131, 316
［357ff.］）。
　平等選挙の原則は、受動的選挙権においても妥当し、たとえば選挙の際の候補者とそれを担う政




























あって、政党（eine Partei）の奉仕者ではない」（130条）とのみ定めた（Vgl. Philip Kunig, 

















の政党の許可制に対する反作用である（Philip Kunig, a. a. O., S. 308.）。
　政党を設立するのは、（市）民法上の法律行為による。政党は、伝統的には「権利能力なき社団」


























において獲得される。第 1に、設立の自由（GG21条 1項 2段）から、そしてまた複数政党制
（BVerfGE 73, 40［63］）から、第 2に基本法 3条 1項の一般的平等原則と結合した同法 21条 1項か
ら（BVerfGE 111, 54［104］）、そして第 3に、政党の機会均等原則の源泉として基本法 38条 1項 1
段による選挙の平等原則から、それぞれ導かれる（BVerfGE 84, 304［324］）。
　政党の機会均等は、政党法 5条 1項に規定化され、公権力の担当者は公共施設への接近もしく







































いわゆる「絶対的上限」―は、2012年は 1億 5千 80万ユーロであり、2013年からは毎年法律で
規定された物価指数に応じて増加することになる（政党法 18条）。2018年 6月 18日に、連邦議会
は、連立会派の申請に基づいて、2019年の「絶対的上限」を 1億 9千万ユーロに上げたが、この
法律は 2018年 7月 11日に施行された（Vgl Jörn Ipsen, a. a. O., S. 55.）。政党は、毎年、国家の部分
的資金提供の範囲で、政党のそのつどのリスト上の各候補に投じられたおのおのの有効投票に
0,83ユーロ、あるいはある州において政党のためのリストが許可されていなかった場合、選挙
区・投票区におけるこの政党のためのおのおの有効投票に 0,83ユーロを受け取る（政党法 18条 3
項 1段 1・2号）。これと異なり、政党は、第 1投票として、政党によってその時々に成し遂げら





寄与分の 2分の 1まで削減するが、削減の最高額は 825ユーロである（租税軽減）。また同法 10








　連邦憲法裁判所は 2017年 1月 17日、連邦参議院が求めていた「ドイツ国家民主党」（NPD）禁
止の申立てを棄却した（BVerfGE 144, 20）。この判決の中で同裁判所は、基本法 21条 2項につい
































































き、またとるべきなのである」（ Ernst-Wolfgang Böckenförde, Demokratische Willensbildung und 




























The German Constitution  
and Parliamentary Democracy
 YAMAGISHI Kikuji
Preface － Origin of State Power in Germany
Legal Background: The Basic Law, article 20 provides: （1） The Federal Republic of Germany is 
a democratic and social federal state. （2） All might of the State belongs to the People. It shall be 
exercised by the People in elections and decided by Votes of the People and through special 
Organs of Legislature, Executive Power and Judicial.
［A］ Sovereign power of the People and Representative Democracy
（1） Notion of People’s Sovereignty 
-Who are the German People?
（2） German indirect democracy
-The Federal Assembly as the Representatives of the People
-National votes and Parliament
（3） Parliamentary Government System
-Parliamentary System
-Presidential System
-German Governmental System 
［B］ Decision by Majority and Security of Minority  
（1） Pluralism and Decision by Majority
（2） Security of Minority and the Opposition
-Necessary guarantee of Rights of Minority 
-Status and Rights of the Opposition
［C］ Representative Democracy and Role of Parties
（1） Election System under the Basic Law





-Proceedings of Judicial Review on Election’s validity
（2） Roles of Parties and Constitutional Integration
-What are Parties?
-Freedom of establishment of Parties 




Conclusion － Realism of Direct Democracy 
We can summarize the characteristics of the German Parliamentary Democracy in three points. 
First: the German Basic Law denied Weimar-Nazis time, and accepted indirect democracy 
instead of direct democracy. Second: The German Constitution shall be affirmative to Party State 
System, granting various privileges and guarantees. Third: Federal Constitutional Court plays an 
important Role for constitutional loyalty.
